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【表紙】

【発行登録追補書類番号】 ５－関東１－３

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 2024年11月22日

【会社名】 名古屋鉄道株式会社

【英訳名】 Nagoya Railroad Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 髙﨑 裕樹

【本店の所在の場所】 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号

【電話番号】 052(588)0822番

【事務連絡者氏名】 執行役員財務部長 川津 智典

【最寄りの連絡場所】 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号

【電話番号】 052(588)0822番

【事務連絡者氏名】 執行役員財務部長 川津 智典

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 10,000百万円

【発行登録書の内容】

提出日 2023年３月24日

効力発生日 2023年４月１日

有効期限 2025年３月31日

発行登録番号 ５－関東１

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額 150,000百万円

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

５－関東１－１ 2023年７月７日 25,000百万円 － －

５－関東１－２ 2024年３月８日 25,000百万円 － －

実績合計額(円)
50,000百万円

（50,000百万円）
減額総額(円) なし

（注）実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づ
き算出しております。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 100,000百万円

（100,000百万円）

（注）残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額
（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）に基
づき算出しております。

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項なし

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円

【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄
名古屋鉄道株式会社第72回無担保社債（社債間限定同順位特約
付）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額(円) 金10,000百万円

各社債の金額(円) 金100万円

発行価額の総額(円) 金10,000百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年0.993％

利払日 毎年６月５日及び12月５日

利息支払の方法

１．利息支払の方法及び期限
(1)本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれを
つけ、2025年６月５日を第１回の支払期日としてその日まで
の分を支払い、その後毎年６月及び12月の各５日にその日ま
での前半か年分を支払う。
(2)利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支
払は前銀行営業日にこれを繰り上げる。
(3)半か年に満たない利息を支払うときは、その半か年の日割
をもってこれを計算する。
(4)償還期日後は利息をつけない。

２．利息の支払場所
　別記（(注)「13．元利金の支払」）記載のとおり。

償還期限 2029年12月５日

償還の方法

１．償還金額
　各社債の金額100円につき金100円
２．償還の方法及び期限
(1)本社債の元金は、2029年12月５日にその総額を償還する。
(2)償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前
銀行営業日にこれを繰り上げる。
(3)本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機
関」欄記載の振替機関が別途定める場合を除き、いつでもこ
れを行うことができる。

３．償還元金の支払場所
　別記（(注)「13．元利金の支払」）記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振
替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2024年11月25日から2024年12月４日まで

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2024年12月５日

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保
本社債には担保並びに保証は付されておらず、また本社債のた
めに特に留保されている資産はない。

財務上の特約(担保提供制限)

１．当社は、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で
　既に発行した、または国内で今後発行する他の社債のために
　担保権を設定する場合には、本社債のためにも担保付社債信
　託法に基づき、同順位の担保権を設定する。
２．前項に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十分で
　ないときは、当社は本社債のために担保付社債信託法に基づ
　き社債管理者が適当と認める担保権を設定する。
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財務上の特約(その他の条項)

１．担保付社債への切換
(1)当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のため
に担保付社債信託法に基づき担保権を設定することができ
る。

(2)当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄または前
号により本社債のために担保権を設定する場合は、当社は、
ただちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨を
担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告するも
のとする。

２．特定資産の留保
(1)当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも当社の特定の
資産（以下「留保資産」という。）を本社債以外の債務に
対し担保提供を行わないことを約することができ、その場
合本社債のために留保する旨の特約を社債管理者との間に
締結する。

(2)前号の場合、当社は社債管理者との間に次の①乃至⑦につ
いても特約する。
①留保資産のうえに本社債の社債権者の利益を害すべき抵

当権、質権その他の権利またはその設定の予約等が存在
しないことを当社が保証する旨。

②当社は社債管理者の事前の書面による承諾なしに留保資
産を他に譲渡もしくは貸与しない旨。

③当社は原因の如何にかかわらず留保資産の価額の総額が
著しく減少したときは、ただちに書面により社債管理者
に通知する旨。

④当社は社債管理者が必要と認め請求したときは、ただち
に社債管理者の指定する資産を留保資産に追加する旨。

⑤当社は本社債の未償還残高の減少またはやむを得ない事
情がある場合には、社債管理者の書面による承諾を得
て、留保資産の一部または全部につき社債管理者が適当
と認める他の資産と交換し、または、留保資産から除外
することができる旨。

⑥当社は社債管理者が本社債権保全のために必要と認め請
求したときは、本社債のために留保資産のうえに担保付
社債信託法に基づき担保権を設定する旨。

⑦前⑥の場合、留保資産のうえに担保権を設定できないと
きは、当社は本社債のために担保付社債信託法に基づき
社債管理者が適当と認める担保権を設定する旨。

(3)本項第(1)号の場合、社債管理者は、社債権者保護のため
同号の目的を達成するために必要と認められる措置をとる
ことを当社に請求することができる。

３．担保提供制限に係る特約の解除
当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄または本欄
第１項第(1)号により本社債のために担保権を設定した場合、
または前項第(1)号により本社債のために留保資産提供を行っ
た場合であって、社債管理者が承認したときは、以後、別記
「財務上の特約（担保提供制限）」欄及び別記(注)５.(2)は
適用されない。

４．利益維持
(1)当社は、本社債の払込期日以降、本社債の未償還残高が存
する限り、当社の各事業年度に係る監査済損益計算書（財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則により作
成されたものとし、以下「損益計算書」という。）に示さ
れる経常損益を損失としないものとする。

(2)当社の各事業年度に係る損益計算書に示される経常損益が
２期連続して損失となった場合、その２期目の事業年度
（以下「最終事業年度」という。）の末日から４か月を経
過した日に前号の違背が生じたものとみなす。

(3)前号の規定は、最終事業年度の経常損失額がその直前事業
年度の経常損失額を下回り、かつ、２期間の経常損失累計
額が当該連続経常損失発生１期目の直前事業年度の末日に
おける監査済貸借対照表（財務諸表等の用語、様式及び作
成方法に関する規則により作成されたものとする。）に示
される純資産合計額の20パーセントを超えない場合には適
用しない。ただし、当該最終事業年度の直前事業年度の経
常損失に関して、本号本文により前号の適用を免れていた
場合を除く。
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（注）

１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付

本社債について、当社は株式会社日本格付研究所（以下「ＪＣＲ」という。）からＡ＋（シングルＡプラス）の信

用格付を2024年11月22日付で取得している。

ＪＣＲの信用格付は、格付対象となる債務について約定どおり履行される確実性の程度を等級をもって示すもので

ある。

ＪＣＲの信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのＪＣＲの現時点での総合的な意見の表明であり、当該確

実性の程度を完全に表示しているものではない。また、ＪＣＲの信用格付は、デフォルト率や損失の程度を予想す

るものではない。ＪＣＲの信用格付の評価の対象には、価格変動リスクや市場流動性リスクなど、債務履行の確実

性の程度以外の事項は含まれない。

ＪＣＲの信用格付は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境などの変化に伴い見直され、変動する。

また、ＪＣＲの信用格付の付与にあたり利用した情報は、ＪＣＲが格付対象の発行体及び正確で信頼すべき情報源

から入手したものであるが、当該情報には、人為的、機械的またはその他の理由により誤りが存在する可能性があ

る。

本社債の申込期間中に本社債に関してＪＣＲが公表する情報へのリンク先は、ＪＣＲのホームページ

（https://www.jcr.co.jp/）の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」をクリックして表示される「ニュースリ

リース」（https://www.jcr.co.jp/release/）に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報

を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

ＪＣＲ：電話番号03-3544-7013

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第２号の

定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67条第１項の規

定に基づき社債券を発行することができない。ただし、社債等振替法第67条第２項に規定される場合には、社債権

者は当社に社債券を発行することを請求できる。かかる請求により発行する社債券は無記名式利札付に限り、社債

権者は当該社債券を記名式とすることを請求することはできないものとし、その分割または併合は行わない。

３．期限の利益喪失に関する特約

当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を失う。ただし、別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄ま

たは別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第１項第(1)号の定めるところにより当社が本社債のために担保付

社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定したときには、本(注)３.(2)または本(注)３.(4)に該

当しても期限の利益を失わない。

(1)当社が別記「利息支払の方法」欄第１項または別記「償還の方法」欄第２項の規定に違背したとき。

(2)当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄の規定に違背したとき。

(3)当社が別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第１項第(2)号、本(注)４.、本(注)５.、本(注)６.(2)または本

(注)９.に定める規定に違背し、社債管理者の指定する期間内にその履行または補正をしないとき。

(4)別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第４項第(2)号に基づき同項第(1)号の違背が生じたものとみなされた

とき。

(5)当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をすることができない

とき。

(6)当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、もしくは当社以外の社債またはその他の借

入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができ

ないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５億円を超えない場合は、この限りではない。

(7)当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または解散（合併の場合を

除く。）の決議をしたとき。

(8)当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の命令を受け

たとき。

(9)当社がその事業経営に不可欠な資産に対し差押もしくは競売（公売を含む。）の申立てを受け、または滞納処分

を受ける等当社の信用を著しく害損する事実が生じ、社債管理者が本社債の存続を不適当であると認めたとき。

４．社債管理者に対する定期報告

(1)当社は、随時社債管理者にその事業の概況を報告し、また、毎事業年度終了後遅滞なく事業報告、貸借対照表及

び損益計算書を提出し、かつ、毎事業年度の決算及び剰余金の処分（会社法第454条第５項に定める中間配当を含

む。）については書面をもって社債管理者にこれを通知する。当社が、会社法第441条第１項に定められた一定の

日において臨時決算を行った場合も同様とする。

(2)当社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書または半期報告書及びそれらの添付書類を財務局長等

に提出した場合には、社債管理者に遅滞なくその旨を通知する。また、当社が臨時報告書または訂正報告書を財務

局長等に提出した場合も同様とする。ただし、社債管理者がそれらの写しの提出を要求した場合には、当社は社債

管理者にそれらの写しを提出する。
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５．社債管理者に対する通知

(1)当社は、本社債の払込期日以降、社債原簿に記載すべき事由が生じたとき並びに変更が生じたときは、遅滞なく

社債原簿にその旨の記載を行い、書面によりこれを社債管理者に通知する。

(2)当社は、本社債の払込期日以降、当社が国内で既に発行した、または国内で今後発行する他の社債のために担保

提供を行う場合には、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、債務の内容及び担保物その他必要な事項を社

債管理者に通知する。

(3)当社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知する。

①当社の事業経営に不可欠な資産を譲渡または貸与しようとするとき。

②事業の全部もしくは重要な事業の一部を休止もしくは廃止しようとするとき。

③当社が資本金または資本準備金もしくは利益準備金を減少しようとするとき。

④当社が会社法第２条第26号に定める組織変更をしようとするとき。

⑤当社が会社法第２条第27号に定める吸収合併または会社法第２条第28号に定める新設合併をしようとすると

き。

⑥当社が会社法第２条第29号に定める吸収分割または会社法第２条第30号に定める新設分割をしようとすると

き。

⑦当社が会社法第２条第31号に定める株式交換または会社法第２条第32号に定める株式移転をしようとすると

き。

６．社債管理者の調査権限

(1)社債管理者は、本社債の社債権者のために本社債の管理委託契約の定めに従い社債管理者の権限を行使し、また

は義務を履行するために必要であると認めたときは、当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社の事業、経

理、帳簿書類等に関する報告書の提出を請求し、または自らこれらにつき調査することができる。

(2)前号の場合で、社債管理者が当社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うときは、当社は、これに協力す

る。

７．社債権者の異議手続における社債管理者の権限

社債管理者は、会社法第740条第２項本文の規定にかかわらず、同条第１項に定める異議の申立てに関し、社債権

者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることは行わない。

８．社債管理者の辞任

社債管理者は、社債権者と社債管理者との間で利益が相反する場合（利益が相反するおそれがある場合を含

む。）、その他正当な事由があるときは、社債管理者の事務を承継する者を定めて辞任することができる。ただ

し、社債管理者は、社債管理者の事務を承継する者を定めるにあたってはあらかじめ当社と協議するものとする。

９．社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社定款所定の電子公告の

方法によりこれを行うものとする。ただし、電子公告の方法によることができない事故その他のやむを得ない事由

が生じた場合は、当社定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行する各１種以上の新聞紙（ただし、

重複するものがあるときは、これを省略することができる。）または社債管理者が認めるその他の方法によりこれ

を行う。また、社債管理者が公告を行う場合は、法令所定の方法によるほか、本(注)11.(1)において社債管理者が

招集者となる場合及び社債管理者が社債権者のために必要と認めて公告する場合には、東京都及び大阪市で発行さ

れる各１種以上の新聞紙にもこれを掲載する。

10．社債要項及び管理委託契約証書の公示

当社及び社債管理者は、その本店に本社債の社債要項及び2024年11月22日付名古屋鉄道株式会社第72回無担保社債

（社債間限定同順位特約付）管理委託契約証書の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

11．社債権者集会に関する事項

(1)本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と総称す

る。）の社債権者集会は、当社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前までに

社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本(注)９.に定める方法により公告する。

(2)本種類の社債の社債権者集会は、名古屋市においてこれを行う。

(3)本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しない。）

の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本社債についての社債等振替法第86条第３項の規定に

よる書面を社債管理者に提示のうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社または

社債管理者に提出して本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

12．発行代理人及び支払代理人

株式会社三井住友銀行

13．元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄記載の振替機関の業務規程その他の規則に従って支

払われる。
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 2,400
1.引受人は、本社債の
全額につき、共同して
買取引受を行う。

2.本社債の引受手数料
は各社債の金額100円
につき金50銭とする。

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 1,900

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 1,900

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 1,400

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ
ー証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 950

東海東京証券株式会社 名古屋市中村区名駅四丁目７番１号 950

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番６ 250

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号 250

計 ― 10,000 ―

(2) 【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内一丁目１番２
号

1.社債管理者は、本社債の管理を受
託する。
2.本社債の管理手数料については、
社債管理者に、期中において年間各
社債の金額100円につき金２銭を支
払うこととする。

３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

10,000 72 9,928

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額9,928百万円は、全額を2024年12月11日に償還期日が到来する2024年満期ユーロ円建転換社債

型新株予約権付社債の償還資金の一部に充当する予定であります。

第２ 【売出要項】

該当事項なし

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項なし
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

該当事項なし

　

第２ 【統合財務情報】

該当事項なし

第３ 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約（発行者（その関連者）と株式交

付子会社との重要な契約）】

該当事項なし
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】
会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】
事業年度 第160期（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日） 2024年６月27日関東財務局長に提出

２ 【半期報告書】
事業年度 第161期中（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日） 2024年11月11日関東財務局長に提出

３ 【臨時報告書】
１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（2024年11月22日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2024年６月28日に

関東財務局長に提出

４ 【臨時報告書】
１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（2024年11月22日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を2024年７月22日に

関東財務局長に提出

第２ 【参照書類の補完情報】
　 上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載さ

れた「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本発行登録追補書類提出日（2024年11月

22日）までの間において生じた変更その他の事由はありません。以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して

記載したものであります。

　 また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項については、本発行登録

追補書類提出日（2024年11月22日）現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載すべき将来に関する事項も

ありません。なお、当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。

［事業等のリスク］

　 当社グループ各社の事業に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は以下

のとおりであります。当社グループは、「名鉄グループリスク管理運用規則」に基づき、当社社長を委員長とする

「リスク管理委員会」を設置し、原則として年１回、グループ全体のリスク管理の状況を把握するとともに、事態

の発生の回避及び発生した場合の対応に努めております。

　 リスク把握の具体的な方法としては、リスクの棚卸調査を定期的に実施し、グループ会社ごとに想定されるリス

クを網羅的に洗い出し、影響度及び発生頻度の２つの観点から評価を行い、リスクマップを作成しております。加

えて、グループ各社の調査結果を集約し、グループ全体のリスクマップを作成したうえで、優先的に対処すべきリ

スクについて、リスク管理委員会で協議しております。

　 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判明したものであります。また、これ

らのリスクは当社グループのすべてのリスクを網羅したものではありません。

(1) 自然災害・感染症のリスク

　 鉄軌道事業、不動産事業など多種多様な事業を展開する当社グループは、多くの設備等を保有しております。耐

震補強工事の実施等により被害の軽減対策に努めるほか、大規模災害を想定した事業継続計画（ＢＣＰ）を策定す

るなど事前対策に取組んでおりますが、南海トラフにおける巨大地震の発生等により施設や設備等に大きな被害が

生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　 また、感染症のリスクについては、新型インフルエンザ等の感染症が大規模に流行した場合や、新型コロナウイ

ルス感染症の感染が再拡大した場合、交通事業、レジャー・サービス事業、流通事業を中心に、幅広いセグメント

で影響を受ける可能性があります。

(2) 事故等のリスク

　 当社グループでは、鉄軌道・バス等の交通事業、トラック等の運送事業を営んでおり、常に輸送の安全の確保に

取組んでおりますが、人為的なミスや不慮の事故等により重大な事故が発生した場合には、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。このほか、テロ等不法行為、火災などの事故によって、当社グ

ループの施設・設備等への被害が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

　 また、流通事業及びレジャー・サービス事業において、当社グループが販売する商品の品質及び食品の安全性に

関わる信用毀損が発生した場合、減収等により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) 事業環境の変化に関するリスク

①原油価格・原材料費等の高騰

　 当社グループの主要な事業である交通事業及び運送事業では、大量の電力を消費するほか、営業用車両及び船

舶の燃料として軽油等を使用しております。これらの価格やその他原材料費等が大きく上昇した場合、経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

②法律・制度・規制の改変

　 当社グループは、交通事業・運送事業・不動産事業等において、鉄道事業法、道路運送法、建築基準法等の関

連法令等を遵守して事業運営を行っておりますが、安全・バリアフリー化をはじめ、各種法的規制が強化された

場合や新たな法的規制が追加された場合には、これらの規制を遵守するために費用が増加する可能性があるほか、

一方で規制が緩和された場合には、それぞれの事業で他企業との競争が激化することにより、グループが展開す

る各事業に影響を及ぼす可能性があります。

③調達金利の上昇

　 当社グループは、鉄軌道事業をはじめとする各種事業において、継続的に設備投資を行っており、借入金や社

債等により資金を調達しています。市場金利が上昇した場合や格付け機関による当社格付が引き下げられた場合、

資金調達コストが上昇し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

④地価及び株価の下落

　 当社グループは、不動産や株式などの固定資産及び棚卸資産を多く保有しております。これらの時価が著しく

下落した場合、減損損失または評価損等の計上により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。

⑤経済情勢等の変化

　 当社グループは、中部圏を基盤に交通事業を中心とした各種サービス事業を展開しております。同地域の経済

状況、消費動向及び人口動態の変化、他事業者との競合等、これらの経営環境の悪化が今後当社グループの見込

みを上回るペースになった場合、グループの収益性低下の要因となるなど、経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(4) 事業遂行に関するリスク

①人材の確保・育成

　 当社グループは、交通事業を中心とした各種サービス事業を展開しており、事業運営に必要な人材の確保・育

成、働きやすい職場環境や健全な労働環境の維持に努めておりますが、これを達成できない場合、グループ各事

業の運営に影響を及ぼす可能性があります。

②個人情報の漏洩

　 当社グループでは、鉄軌道事業やバス事業におけるＩＣカード発行等、また百貨店業、ホテル業及び情報処理

業などの各種事業において個人情報を保有しております。こうした個人情報は、情報セキュリティポリシーや個

人情報保護規則、特定個人情報取扱規則を制定して情報管理体制を整備して厳重に管理しておりますが、万一漏

洩した場合、社会的信用やブランドイメージの低下、損害賠償による費用の発生等により、当社グループの経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

③情報システムの故障・停止等

　 当社グループでは、各種事業において多くの情報システムを使用しており、様々な業務分野で重要な役割を果

たしております。これらの情報システムが、自然災害、人的ミス、コンピュータウィルス、サイバーテロなどに

より故障・停止等した場合、事業運営に支障をきたすおそれがあるほか、システムの復旧等に係る費用の発生や

営業収益の減少などにより、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

④コンプライアンス

　 当社グループは、交通事業を中心とした各種事業を展開していますが、各事業における関連法令等を遵守し、

企業倫理に従って事業運営を行っております。また、「名鉄グループ企業倫理基本方針」に基づき、コンプライ

アンス遵守に関する教育を定期的に実施するなどの啓発活動に努めておりますが、役職員等による重大な不正・

不法行為、不祥事等が発生した場合、当社グループの社会的信用が低下するとともに、当社グループの財政状態

や業績に影響を及ぼす可能性があります。

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】
名古屋鉄道株式会社 本店

（名古屋市中村区名駅一丁目２番４号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

第四部 【保証会社等の情報】

該当事項なし
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

１．事業内容の概要 

 

 当社グループは、当社、子会社 110 社及び関連会社 22 社（2024 年３月末時点）で構成され、大別して交通事業

を中心に下記の７つの事業によって構成されております。 

 

（2024 年３月末時点） 

(1) 交通事業 

事業の内容 主要な会社名 

鉄軌道事業 当社、豊橋鉄道㈱※１ 

バス事業 
名鉄グループバスホールディングス㈱※１、名鉄バス㈱※１、 
岐阜乗合自動車㈱※１、名鉄観光バス㈱※１、宮城交通㈱※２ 

タクシー事業 
名鉄タクシーホールディングス㈱※１、名鉄西部交通㈱※１、 
名鉄東部交通㈱※１ 

 

(2) 運送事業 

事業の内容 主要な会社名 

トラック事業 名鉄運輸㈱※１、信州名鉄運輸㈱※１、四国名鉄運輸㈱※１ 

海運事業 太平洋フェリー㈱※１ 

 

(3) 不動産事業 

事業の内容 主要な会社名 

不動産賃貸業 当社、名鉄都市開発㈱※１、名鉄協商㈱※１、栄開発㈱※１ 

不動産分譲業 名鉄都市開発㈱※１ 

不動産管理業 名鉄ビルサービス㈱※１ 

 

(4) レジャー・サービス事業 

事業の内容 主要な会社名 

ホテル業 
㈱名鉄ホテルホールディングス※１、㈱ホテルグランコート名古屋※１、 
㈱名鉄グランドホテル※１、㈱岐阜グランドホテル※１、 
名鉄イン㈱※１ 

観光施設事業 
中央アルプス観光㈱※１、奥飛観光開発㈱※１、㈱名鉄インプレス※１、 
㈱名鉄ミライート※１ 

旅行業 名鉄観光サービス㈱※１ 

広告代理業 ㈱電通名鉄コミュニケーションズ※２ 

 

(5) 流通事業 

事業の内容 主要な会社名 

百貨店業 ㈱名鉄百貨店※１ 

その他（物品販売等） 名鉄協商㈱※１、㈱名鉄生活創研※１、㈱名鉄アオト※１ 
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(6) 航空関連サービス事業 

事業の内容 主要な会社名 

航空関連サービス事業 
中日本航空㈱※１、名古屋エアケータリング㈱※１、 
オールニッポンヘリコプター㈱※１ 

 

(7) その他の事業 

事業の内容 主要な会社名 

設備の保守・整備 
名鉄ＥＩエンジニア㈱※１、名鉄自動車整備㈱※１、 
名鉄エリアパートナーズ㈱※１ 

情報処理業 ㈱メイテツコム※１ 

建設業 矢作建設工業㈱※２ 

その他のサービス業 
（経営情報サービス・保険代理業等） 

㈱名鉄マネジメントサービス※１、名鉄保険サービス㈱※１ 

 

（注）１ ※１連結子会社 

２  ※２持分法適用関連会社 
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２．主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第156期 第157期 第158期 第159期 第160期 

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

営業収益 (百万円) 622,916 481,645 490,919 551,504 601,121 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 49,288 △8,146 13,135 26,362 37,544 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 
又は親会社株主に帰属 
する当期純損失(△) 

(百万円) 28,879 △28,769 9,370 18,850 24,400 

包括利益 (百万円) 18,380 △24,232 8,721 23,173 38,323 

純資産額 (百万円) 438,401 407,512 411,132 429,089 463,532 

総資産額 (百万円) 1,164,979 1,191,131 1,186,897 1,231,378 1,303,205 

１株当たり純資産額 (円) 2,053.10 1,891.76 1,949.33 2,057.89 2,227.88 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) 146.89 △146.29 47.65 95.91 124.13 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 137.21 ― 44.53 89.62 116.01 

自己資本比率 (％) 34.7 31.2 32.3 32.8 33.6 

自己資本利益率 (％) 7.2 ― 2.5 4.8 5.8 

株価収益率 (倍) 20.63 ― 45.54 21.31 17.45 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 70,247 19,685 39,320 61,217 55,533 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △62,527 △44,235 △39,027 △59,372 △68,430 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △898 49,413 △3,339 2,608 18,034 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 32,011 53,459 50,430 54,879 60,025 

従業員数 (人) 
29,576 29,309 28,803 28,216 28,412 
(6,810) (6,011) (5,638) (6,155) (6,516) 

（注）１ 従業員数は、就業人員数を記載しており、また、従業員数欄の(外書)は臨時従業員の年間平均雇用人員で

あります。 

２ 第157期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

３ 第157期の自己資本利益率と株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失であるため記載し

ておりません。 

４ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第158期の期首から適用して

おり、第158期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となって

おります。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第156期 第157期 第158期 第159期 第160期 

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

営業収益 (百万円) 109,742 78,316 85,225 90,332 98,025 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 26,819 △3 5,980 8,475 15,208 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 18,180 △13,130 4,696 7,270 13,219 

資本金 (百万円) 101,158 101,158 101,158 101,158 101,158 

発行済株式総数 (株) 196,700,692 196,700,692 196,700,692 196,700,692 196,700,692 

純資産額 (百万円) 294,500 278,202 280,472 288,616 306,953 

総資産額 (百万円) 810,084 861,667 867,512 891,295 948,098 

１株当たり純資産額 (円) 1,497.30 1,414.54 1,426.13 1,468.40 1,561.25 

１株当たり配当額 (円) 25.00 ― 12.50 20.00 27.50 

(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) (―) (―) (―) (―) (―) 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) 92.46 △66.76 23.88 36.99 67.25 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 86.37 ― 22.32 34.56 62.85 

自己資本比率 (％) 36.4 32.3 32.3 32.4 32.4 

自己資本利益率 (％) 6.2 ― 1.7 2.6 4.4 

株価収益率 (倍) 32.77 ― 90.87 55.26 32.21 

配当性向 (％) 27.0 ― 52.3 54.1 40.9 

従業員数 (人) 5,122 5,185 5,136 4,987 4,987 

株主総利回り (％) 99.7 86.7 72.0 68.6 73.4 

(比較指標：配当込み
TOPIX) 

(％) (90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2) 

最高株価 (円) 3,635 3,295 2,651 2,335 2,472 

最低株価 (円) 2,441 2,573 1,610 1,980 2,028 

（注）１ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

２ 最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022

年４月４日以降は東京証券取引所プライム市場におけるものであります。 

３ 第157期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

４ 第157期の自己資本利益率と株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

５ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第158期の期首から適用し

ており、第158期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっ

ております。 
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